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１．実証事業を終えて 

令和２年度より開始された本事業では、東日本大震災の被災地である岩手県釜石市で、

脱炭素社会に向け、地域資源である海洋を舞台として地元企業が実施主体となり地域の

ステークホルダーと連携し、再生可能エネルギーシステムを事業化することにより、資源及

び経済の循環による地域活性化の推進を目的としてきました。  

本事業では、地域企業が主体となり波力発電システムを設計、製造、実装することがで

きた。またこれまでの波力発電システム開発では、地域企業が参画することを念頭に入れ

た導入ガイドラインは皆無であったが、各種許認可も含めた地域企業の参加を意識した

事業実施ガイドライン作成のベースとなる導入フローを作り上げることができた。再生可能

エネルギーの大規模展開は、一般的には地域企業が主体的に関わることが難しい事例

が多い中、本事業の取り組みは地域企業の再エネ事業実現・参画に道筋を与えたと考え

ています。  

今後地域経済循環ビジネスモデルの一部として、地域企業が積極的にかかわれるような

設計・製造・導入方法をまとめることができました。  

地域経済循環ビジネスモデルの検討としては、行政・地域金融機関・漁業関係者等のス

テークホルダーとともに実施してきた。製造・設置・運営を地域企業で担うことで幅広い地

元企業への裨益が証明されただけでなく、漁業者の理解や協力の得やすさ、事業連携の

可能性も見いだせています。  

今後の展望として、防波堤を有する国内の沿岸各自治体や離島地域、漁業協同組合や

地域新電力会社および海外輸出を取り扱う商社等、更には ODA への採用による海外貢

献も有望な展開対象であるとの結論に至りました。  

本実証事業は、環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室、プログ

ラムオフィサー、検討委員のみなさま、そして多くのご協力とご指導に支えられ、無事に成

功裏に終了いたしました。この場を借りて、深く感謝の意を表明いたします。 

 改めて、ご指導ご協力いただいた関係各位、そして地域の皆様に改めて心より感謝申

し上げます。今後とも、ご支援賜りますようお願い申し上げます。  
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２．事業の概要 

■環境省事業（「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」）について 

【技術開発課題名】 

「インテリジェント吸波式波力発電による地域経済循環ビジネスモデル実証事業」 

【事業期間】令和２年１２月１６日～令和５年９月３０日（６か月期間延長） 

本実証試験について、今後の実用化と普及を進めるためには、通年での実証データの取

得とより精度の高い発電量及び性能予測が必要となることから、実証期間を半年間延長し

た。 

【事業予算】３９４，０９９千円 

【実施海域】 

・釜石沖海洋再生可能エネルギー実証フィールド湾口サイト内 釜石港湾口防波堤 北提 

 

図１ 釜石港事業実施海域 

 

（１）実施目的  

振動水柱型波力発電は長期運転信頼性が高いものの、高コストな設備費用や、高効率で発

電可能な波条件が限られるという課題があった。 

本プロジェクトでは波力発電の適地である太平洋岸の釜石湾口に設置された防波堤を利

用することでイニシャルコストを低く抑え、なおかつ幅広い波条件で発電可能な新しいコ

ンセプトの振動水柱型波力発電（インテリジェント吸波式波力発電）により、地域経済循環

ビジネスモデルを作り上げることを目指す。オペレーション、メンテナンスのコストが大幅

に抑えられる振動水柱型の利点はそのままに発電コストを低下し、さらに地域企業による

製造・運用・電力利用が可能であり、地域産業への幅広い貢献という社会的意義も大きい。 
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（２）実施場所 

①波力発電設備：釜石港湾口防波堤北提 浅部１区 

②陸上観測所 ：釜石市新浜町２８１－４２ 

③波浪計測Ⅰ ：釜石港湾口防波堤 深部 

④波浪計測Ⅱ ：岩手南部沖ナウファスと釜石港湾口防波堤間の海域 

（水深１００ｍ付近） 

・上記各項目の詳細な位置については次頁の図にそれぞれ示す。 

 

 

図２ 波力発電設置位置及び波浪計測関係位置図 

 

 

②陸上観測所 

①波力発電装置 

海底ケーブル敷設 

③波浪計測Ⅰ 

 

④波浪計測Ⅱ 

⑥岩手南部沖 

ナウファス 

⑤釜石港 

ナウファス 
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（３）実施期間【実施スケジュール】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 5年度 

・基本設計 

・詳細設計 

・強度計算 

・水槽実験 

・構造物強度実験 

・１次変換部製作 

・２次変換部製作 

・環境調査 

・構造物設置 

・運転開始式 

・実証運転試験 

（８カ月） 

・実証運転試験 

（４カ月） 

・実海域波浪計測 

・撤去 

 

（４）実証試験内容  

「地域企業が主体的に実現可能な事業化実用技術の開発」 

①【低コストかつ安全な波吸収変換部の開発】 

②【 AI機能を有するタービン発電機の開発】 

③【周辺海域の波浪特性を考慮した発電量予測（実海域波浪観測）】 

④【地域経済循環ビジネススキームの検討と評価】 

⑤【釜石沖海洋資源利活用ネットワークとの連携】 

⑥【実海域波浪観測】 

 

【実海域波浪観測のねらい】 

◆A⇔B⇔C の波浪データの相関を検証することにより、将来の普及に資する発電量予

測の精度の向上を図る。 

◆B、C、X ３ヶ所のデータを比較し、波力発電の設置に関する最適位置や、設計条件の

設定基準をまとめることが将来にわたる設計指針とすることも可能となる。 

◆C 地点の計測により、現状と同じ発電装置を設置したと仮定した時に得られる発電出

力を推測し、現状の発電量と比較できる波エネルギー量や発電諸条件等を測定する。 

◆これにより、地域経済循環ビジネスモデルの実現の可能性を高めることと、併せて他

地域への横展開の基礎資料とする。 
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図３ 実海域波浪観測位置図 

 

 

（５）システムの特徴と構成  

波エネルギーを「共振点調整波取込口付き多重共振傾斜式振動水柱」により空気エネ

ルギーに変換、空気エネルギーをタービン発電機により電力に変換する。電力は漁港の

共用施設・設備（共同作業所電灯、製氷機等）や養殖施設への給電など、漁業協調を目

的とした利活用を行う。 

 本技術開発で開発する「インテリジェント吸波式波力発電」は、スリット式防波堤に

設置することにより、波力発電の吸波特性による防波性能の向上に加え、波高・水位計

測機能等の付加価値を防波堤に与えるこれまでにない波力発電装置となる。 

・特徴１：多重共振傾斜式振動水柱による高効率波エネルギー発電 

・特徴２：波力発電の吸波特性を利用した、既存のスリット式防波堤を上回る高い消波

性能 

・特徴３：AIによる波浪推定を利用した最適発電制御と波浪情報発信 
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図４ インテリジェント吸波式波力発電システムの特徴と構成 

 

【インテリジェント吸波式波力発電の製品仕様（試算）】 

 

 

定格出力 １９．５ｋW 

設備利用率 ２０％ 

稼働率 ９５％ 

耐用年数 ２０年 

年間発電量 ・単機：６６,５７６kWh 

・５台を 1ユニットとしたビジネスモデル          

３３２，８８０kWh  (一般家庭 83世帯分) 

発電コスト １９．１５１０５円 / kWh（2030年） 

多重共振傾斜式振動水柱を用いて「どのよ

うな海象でも安定した空気出力を実現。 

⇒空気流（空気圧）を機械学習した波推定

ＡＩに入力し、観測装置なしに入射波高・

周期推定を実現。 

複数の波周期に対応できる 

波エネルギー変換部（1次変換部 

空気振動を電気エネルギーに変換する

AI搭載高効率タンデムタービン発電機

部（２次変換部） 
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図５ システムイメージ図 

 

 
図６ システム断面図 

 

 

 

 

 

イメージ図 
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３．事業の内容 

（１）製作 

①タービン製作 

 基本設計の結果をもとに作成した実証試験用タービン製作図面をもとに、衝動タービン

およびウェルズタービンを製作した。直径７００ｍｍ、耐食性を考慮したアルミ製のター

ビンは製造精度を高めるために、５軸マシニングセンタで素材から一体加工で製作した。 

  

図７ 衝動タービン（φ700ｍｍ)   図８ ウェルズタービン（φ700ｍｍ) 

②発電設備の概要 

本発電システムは海上側機器と陸上側機器で構成され、海側と陸側は海底に敷設さ

れた約 1.5km 長の複合ケーブルで接続されている。 

本システムは自立型の発電設備であり、波エネルギーにより発電した電力はバッテリー

に充放電される所内のシステム維持に使用する 3.7kW の水中ポンプの動力源とする。余剰

電力はダミー抵抗で消費する等で消費し、系統への逆潮流は行わない。 

 

図９ 制御パネル（陸上観測所） 
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（２）設置工事 

①海底ケーブルの設置 

海底ケーブルは、電力送電用導線と制御/計測データが確実に送受信できる光ファイバ

ーケブルを一体化した‟光電力複合ケーブル”を実証実験用に設計製作されたものである。 

防波堤上の海上電気室と陸上観測所間の距離 1.5km の海底ケーブル敷設に当たっては、

台船上に今回用にケーブルリール装置を艤装し、防波堤側から予め設定した、マーカーブ

イを目印として台船を操船して敷設した。防波堤側のケーブル固定端と陸上側へのケーブ

ル引き上げにはクレーン船を利用した。ケーブル敷設台船には、ケーブルの繰り出し時の

ケーブル暴走に対処するために考案した治具を油圧ショベルに取り付けて、繰り出し制御

をおこなった。 

 

②アンカーボルトの設置 

湾口防波堤上部工に H 型鋼フレームの M100 アンカーボルトを設置する作業を行う

際、上部工側面での削孔・アンカーボルト設置時の高さが海面より約 3m 程度ある事に加

え、スリット部を跨ぐ箇所である為海中転落災害が発生する恐れがあった。また設置する

アンカーボルトが 1 本当り 70 ㎏と重量がある為作業員への負荷が高く、さらなる危険が

事前に予測された。 

そこで、作業用吊り足場を別途製作し、現地作業場に設置する事で施工中の移動が容易に

かつ安全に施工できる様にした。また、アンカーボルト本体に対して M48 ナットを溶接

し、シャックルピンを取り付ける事によりクレーンによる吊り上げ移動・取付が可能とな

り、作業員への負荷を低減できた。 

 

③H 型鋼フレーム据付 

H 型鋼フレーム据付における湾口防波堤の上部工、スリット部の現況高測量調査を行い、

H 型鋼フレームが水平に据付出来るよう高さ調整鉄板ライナーの厚さを測量結果を基に予

め製作、H 型鋼フレームに溶接し安全に施工出来るようにした。 

前述の通り現場では H 型鋼フレームが約 40t、スリット部の幅が 60 ㎝と足場が悪いこ

とに加え、スリット部ライナー箇所が 14箇所となり、かつ海上作業で吊荷の揺れがあり鉄

板ライナーを現地で設置するとなると海中転落、手足がスリットと H 型鋼フレームの間に

挟まれ重大事故につながる事が予想されたが、事故もなく無事に完了した。 
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図１０ 海底ケーブルの敷設    図１１ 海底ケーブルの設置（陸側） 

 

  

図１２ アンカーボルトの設置（上部工）  図１３ H 型鋼フレームの設置 

 

④ダクト・空気室の据付 

 ダクト先端部が湾口防波堤のスリット内部に入り込む事から、据付作業時には接触・破損

が考えられた為、クッション用の木材を設置部に予め設置する事で破損なく据付を完了でき

た。この際ダクト縦断方向の余幅が 75mm と狭く、クレーンによる吊り上げ時の揺れを目視

で確認しながらの据付であった。 

また、H 型鋼フレーム本体にダクト・空気室（一次変換部）及び機械・電気室（二次変換

部）の据付誘導ガイドを取付け、そのガイドによる誘導とチェーンブロックを併用する事

で全ての据付を精度良く行う事が出来た。 

 

⑤機械室（タービン発電機含む）の搭載 

機械・電気室の設置において、前述の通り H 型鋼フレーム本体に据付誘導ガイドを取付

け、そのガイドによる誘導とチェーンブロックを併用する事で全ての据付を精度良く行う

事が出来た。機械・電気室の二次変換部と全て精度良く据付する事ができた。 



11 

 

  

図１４ ダクト・空気室の据付    図１５ 機械室（発電機含む）の搭載 

 

 

図１６ システム完成全景 

 

（３）実証機におけるメンテナンス 

１．実証機におけるメンテナンスは以下の通り実施した。 

①インテリジェント吸波式波力発電システムの性能評価のために、設備設置近傍の波浪デ

ータを取得した。取得データとしては、有義波高、有義波周期、波向きである。 

②波力発電システムの挙動を知るために、空気圧、空気流速（流量）、タービン発電機の回

転数、トルク、発電出力の記録を継続取得した。 

③発電運転の起動、停止、保護機能の動作は、無人運転で対応し、異常発生による停止時は

関係者に無線で通知されるようにして、運転復旧が短時間となるようにした。 

④寿命のクリティカル要素である軸受の健全性を継続的に調査するために、軸受ユニット
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部に振動センサを取付、タービン発電機の運転中に発生する振動を連続計測し、将来、異常

発生を早期発見できるようなシステム構成を構築した。 

⑤保守・メンテナンス計画を構成要素別に設定し、日常点検、定期点検項目として、主任技

術者の管理のもと、実施するように取り決めた。 

 

２．実証試験機のメンテナンス結果 

実証試験機の運用において、設計範囲内における入力条件時の運転では、設計通りの運転

が行われた。保守時において、発電機器の調査・点検のために、ハウジングや機器の連結部

などの解放が比較的容易にできる構造として設計されている。 

また、設計値を超える入力エネルギーにおける運転時における保護機能の動作は正常に

検知され、正常停止され、関係者に対する通報も設計通りに行われた. 

電気的保護機能は、汎用インバーターに標準装備されている保護動作で実施し、特別な設

計による保護機能でなくとも、問題なく、流用できることがわかった。 

 

（４）撤去工事 

電気室（二時変換部）、空気室（一次変換部）、H 型鋼フレームの順に撤去作業を行い、

最後に全体片付け・清掃を実施、すべての発電システム関連撤去工程を完了させた。以下に

それぞれの作業を報告する。 

①電気室（二次変換部）撤去 

空気室から電気室を切離し、起重機船(250t 吊)にて吊り上げる際に、波による揺れの影

響によってアンカーボルト(ねじ切り部)にベースプレートが引っ掛かる事で片吊り状態に

なる恐れがあった。その影響で電気室内の機器材の損傷や片側に荷重が掛る事で玉掛ワイ

ヤーが切断する等の危険性があった。上記を踏まえた上で電気室を油圧ジャッキを用いて

アンカーボルト上端まで持上げ、敷角を設置するという措置を講じた結果、電気室を吊上げ

る際にアンカーボルトに引っ掛けず、電気室を損傷させる事無く安全に撤去する事が出来

た。 

  

図１７ 機械室撤去状況           図１８ 海底ケーブル撤去後（陸側） 
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②空気室（一次変換部）撤去 

作業隔壁内の撤去作業で、空気室とスリット部が片側(75 ㎜)の隙間しかなく吊上げの

際、波により空気室が揺れ、スリットにぶつかり損傷させてしまう恐れがあった。防止策

として、空気室とスリットの間にクッション材(角材 3 ㎝×5 ㎝)を隙間に入れ、据付時

でも使用した縦型 H 型鋼フレームをガイド代わりに沿わせながら、波高周期のタイミン

グをみて合図者の指示のもと空気室、スリット部に損傷させる事なく撤去する事が出来

た。  

  

図１９ 空気室撤去状況       図２０ H 形鋼フレーム撤去状況 

 

③H 型鋼フレーム撤去作業  

H 型鋼フレーム撤去作業において、現場で考えられる課題は以下の ２点であった。  

・垂直面のアンカーボルトに対して H 型鋼フレームの筋交い部分が吊り上げ時に支障

となり得る事。  

・解体ヤードに電気室・空気室を先行して荷下ろししている為、狭くなっている事。   

それらを踏まえ、予め垂直面及び両端の H 型鋼フレームを先に解体し、スリット部の 

H 型鋼フレームへ均等に配置(重ね置き）しておく事で全ての H 型鋼フレームをコン

パクトに(約縦 10m×横 15m）納めた。  

実際の撤去においても、支障となっていたアンカーボルトや既設の上部工に接触させ

る事無く安全に撤去を行う事ができ、コンパクトにした事で、解体ヤードへの荷下ろし

もスムーズに完了できた。 

 

以上の工程にて撤去作業を実施した。旋回式起重機船を使用することから、天候理由で工

程が変更になったが無事に完了した。  

一方で、各月毎に点検を実施していたことで撤去作業を順調に進めることができた。点検

内容は、波力発電装置設置を行ったケーソンの上部工天端高の点検及び、アンカーボルト・

既設スリット部の目視点検であり、全期間を通して既設ケーソンの沈下や、スリット部の破

損は確認されず、アンカーボルトにも異常は確認されなかった。 
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これらの月毎の点検を実施していたことから、それぞれの作業における問題点・危険

性を事前に予測する事でそれぞれ対策を立て、電気室・空気室・H型鋼フレームの３段

階で撤去を完了させることができた。 

 

④原状回復 

  

 図２１ 撤去前アンカーボルト   図２２ アンカーボルト撤去状況（上部工） 

  

図２３ アンカーボルト撤去状況（側壁）図２４撤去後状況（上部工、スリット部） 

 

  

図２５ 撤去アンカーボルト（３１本）   図２６ 撤去後原状回復 
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（５）実証試験の成果 

１．実証事業の主な成果 

 

■上記主な成果の③ 波力発電装置設置による消波効果 

実証機が防波堤に設置された後のドローン撮影による反射波の状況写真を次に示すが、

実証機前面に於いて波エネルギーが電力変換された分(波エネルギーの吸波)だけ反射波が

抑えられている。（下図２７の赤枠部分） 

しかしながら、当該効果はあくまでも目視によるものであり、今後の実用化にあたっては、

効果のデータによる解析や、水槽実験等により検証を行うこととする。 

 

 

図２７ 消波効果確認図 

 

■上記主な成果の⑤ 波力発電導入フローの策定 

本実証により、波力発電事業の着手から終了に至る許認可を含む全ての工程及びステーク

ホルダーの整理ができ、事業化への確度が高まったことが最大の成果であり、本導入フロー

は今後の実用化におけるシステム認証や FIT 設定等への的確な対応にも活用できるものと

なる。（下図２８＿波力発電導入フロー図） 
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図２８ 波力発電導入フロー 

 

２．波力発電事業化の方向性とビジョン 

今後の計画として現在実証中のシステムの性能及び安全性の確認後、より大きな発電出

力（波パワー）を得られる場所で１００～２００ｋW を最高出力とする実用機を設置するこ

とによる地域経済循環ビジネスモデルの実現（社会実装）を目指す。その後は、漁港の高機

能化や離島の自主電源の確保等を対象として普及を促進する。 

 
図２９ 事業化の方向性とビジョン 
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（６）実施体制及び事業実施主体  

 

図３０ 事業実施体制 
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（７）開発工程のリスク・対応策  

設置・施工において、安全性の担保や天候の影響による工期の遅延が生じる可能   

性があったが、余裕をもった工程表を作成し実施したことにより工事の遅延は生じてい

ない。  

今後の普及にあたって障害となり得る規制、規格、認証制度、安全基準のクリア等に

ついては、国や県など公的機関の指導を受け、協力機関と適切に対処していく。 

 

（８）他の業務への影響  

波力発電装置は令和４年８月から令和５年７月までの約１２か月間防波堤上で実証運転

を行った。    

発電装置及び海底ケーブルの設置工事は令和４年４月からの３か月間と短期であり、他 

の工事や港湾の船舶の往来等への影響もなかった。併せて、設置工事および実証運転は、漁

業権の設定されていない湾口防波堤周辺区に限定されることから漁業者等の操業への影響

もなかった。                    

当該波力発電設備は、運転に作動油等を使用しないことから、環境汚染などの発生もなか 

った。このことは、システムの設置前と設置後の環境調査により確認した。 

 

（９）工程表  

 

図３１ 実施工程表 
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（１０）検討会 

事業の円滑な推進のため、４名の検討会委員を選定し令和４年度地域共創・セクター 

横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業（インテリジェント吸波式波力発電による

地域経済循環ビジネスモデル実証事業）検討会を設置。業務実施期間内に検討会を２回開催

した。  

【検討会委員】 

１． 高橋重雄：一般財団法人沿岸技術研究センター 上席研究員 

※第２回検討会では、下迫健一郎氏（一般財団法人沿岸技術研究センター審議役）が

代理出席 

２． 木下 健：NPO法人長崎海洋産業クラスター形成推進協議会 副理事長 

３． 佐藤雅彦：釜石湾漁業協同組合 組合長 

４． 佐藤清文：株式会社岩手銀行釜石支店 支店長  

 

■令和４年度第１回検討会  開催結果  

◇日 時：令和４年 10 月 7 日（金） 15:00～17:00  

◇場  所：ウェブ会議  

◇出席者：17 名（後述、出席者名簿のとおり）  

◇議 事：高橋重雄委員長が議長となり、議事を進行した。議事について、それぞれ担当者

が説明した。  

議事項目及び説明者は以下のとおり。  

【事業進捗報告】  

１．事業概要と令和 4 年度上半期進捗報告  

説明者：（株）マリンエナジー 泉修一  

２．地域経済循環ビジネスモデルの検討と評価  

説明者：（公財）釜石・大槌地域産業育成センター  小笠原順一  

３．インテリジェント吸波式波力発電システムの実証試験・評価試験と実用化評価 

説明者：足利大学  飯野光政  

４．一次変換部開発：スリット防波堤への波力発電構造物の設置・海底ケーブル敷設 

説明者：(株)マリンエナジー  泉修一  

５．二次変換部開発：発電部機械室製造・海上への設置 

説明者：(株)マリンエナジー  佐々木強、  鈴木久  

【主な質疑・協議事項】  

① 実験状況、得られたデータや評価内容、事業化の見通しに等についての質問事項 

・タービン 2 種を併用する「コンセプト」と実験結果に関心を頂いた（効率向上、コ 

ストの最適化）  

・防波堤の設置工事について、困難だった点や費用についてご質問頂いた。  
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・発電量、最大出力について実験結果への質問頂いた 。 

・発電量の季節変動の有無、あるとした場合の条件について質問頂いた。  

・基礎的な海況調査のリクエスト（事業化する上で必要な項目等のとりまとめをすること）  

・波力発電の事業性の評価方法（普及の際の標準化しうる事業評価・発電量評価方法は？）  

② 本事業を経て波力発電が有する事業化・実用化への課題  

・釜石で事業化するモデルと、全国へ展開するモデルを明確に分け、解像度を上げてほしい  

③ 事業期間の繰越延長について  

・7 ヶ月間のデータ取得期間を、季節変動も加味した検討となる１２ヶ月間に延長し、デー 

タの取得及び解析を行うことにより事業化への評価確度を高められることとの考えから、 

事業実施期間を令和５年９月末まで延長した。  

・加えて、実用化機の社会実装の確度を高めるため、設置を想定する位置に関係する波浪計 

測も同時に自費で行うこととした。  

・繰越延長に係る協議に際し、審査員等からは、海面・陸上の養殖事業との組合せという展 

開に向けた一定の方向性が見えてきている点、発電機の製作や設置に地域のリソースを活 

用している点などを評価頂いた。 

 

■令和４年度第２回検討会  開催結果  

◇日 時：令和５年８月８日（火） 13:30～15:00  

◇場 所：ホテルクラウンヒルズ釜石 2 階 鳳凰の間  

※現地参加とオンライン参加のハイブリッド開催  

◇出席者：21 名（後述、出席者名簿のとおり）  

◇議 事：木下委員が議長となり議事を進行した。議事についてそれぞれ担当者が説明した。  

議事項目及び説明者は以下のとおり。  

【前回議事のポイント確認】  

説明者：（株）マリンエナジー  泉修一  

【事業進捗報告】  

１．事業概要と令和 4 年度下半期進捗報告  

説明者：（株）マリンエナジー  泉修一  

２．地域経済循環ビジネスモデルの検討と評価  

説明者：（公財）釜石・大槌地域産業育成センター  小笠原順一  

３．インテリジェント吸波式波力発電システムの実証試験・評価試験と実用化評価 

説明者：足利大学  飯野光政  

４．成果報告書目次案報告  

説明者：（公財）釜石・大槌地域産業育成センター  小笠原順一  

【主な質疑・意見等】  

① 実証実験の状況、得られたデータや評価内容、事業化の見通しに等についての質問 
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・事項期間延長により通年のデータが得られたことで、発電効率等を正確に定量的に評価で

きるようになったことを高く評価頂いた。  

・撤去による防波堤への影響等の見えにくい箇所へもしっかり確認するよう指導頂いた。  

② 本事業を経て波力発電が有する事業化・実用化への課題  

・概ね TRL8 相当に達したという報告を受け、当初予定していた 40kw 出力ではなく 20kw  

出力へ実証機を変更しており、様々なシミュレーションへの限界を含めた結果を明示する 

よう指導頂いた。  

③ 成果報告書に係る事項  

・計画段階や設計時に予想していたかった課題等といった、直面した問題についても具体的 

に記載するよう指導頂いた。  

・事業化に際して、計画の裏付けを含めた詳細を記すよう、指導頂いた。  

なお、質疑応答の時間が短くなったことを受け、追加の質疑や意見は終了後に書面にて行わ 

れることとなった。 

以上 

 

おわりに  

  

本実証事業は、環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室、プログ 

ラムオフィサー、検討委員のみなさま、そして多くのご協力とご指導に支えられ、無

事に成功裏に終了いたしました。この場を借りて、深く感謝の意を表明いたします。    

ますます厳しい環境課題に対処し、地球温暖化の影響を軽減するための取り組みに

おいて、貴重なご指導とアドバイスは、私たちのプロジェクトにとって不可欠なもの

でした。皆様の経験と知識が、技術的な課題を克服するための貴重な指針となりまし

た。  

また、国土交通省東北地方整備局釜石港湾事務所、釜石湾漁業協同組合、岩手県、 

釜石市をはじめ地域の関連企業や産学官金の協力は、このプロジェクトの成功に欠か

せませんでした。皆様の協力のおかげで、我々は素晴らしい成果を得ることができま

した。  

今後事業化を進めるにあたり、今回の実証事業を通じて明らかになった技術的な課 

題とコストの低減に向けて、私たちは一層の努力を惜しむことなく取り組みを継続し

てまいります。海洋国家である我が国において、そして東日本大震災で大きな被害を

もたらした海を貴重な資源として再認識し活用することにより、再生可能エネルギー

の波力発電が持つ潜在能力を最大限に引き出し、地域社会と共に持続可能な未来への

一歩を踏み出していく覚悟です。  

 改めて、ご指導ご協力いただいた関係各位、そして地域の皆様に改めて心より感謝 

申し上げます。今後とも、ご支援賜りますようお願い申し上げます。 


